
投
資
銀
行
ビ
ジ
ネ
ス

お
客
さ
ま
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

三井住友フィナンシャルグループ 13

■ 投資銀行ビジネス
SMFGでは、三井住友銀行およびSMBC日興証券を含
むグループ会社の力を結集することで、企業の資金調達・
運用、M&A、リスクヘッジなど、さまざまなニーズに対
し最適な金融プロダクツや総合的なソリューションを提供
し、お客さまのビジネス展開や企業価値向上のお手伝いを
しています。

SMBC日興証券との連携
SMBC日興証券はSMFGの中核証券会社として、リテー
ル・ホールセール事業ともに三井住友銀行と連携し、業務
を拡大してきました。
リテールでは個人のお客さまへの証券仲介や顧客紹介を
通じ、銀証協働による取引深耕を図っています。今後も、
お客さまのニーズにあわせ、銀行と証券それぞれの強みを
活かしたサービスを提供できるようにグループ全体で対応
していきます。
ホールセールでは平成24年度リーグテーブルにおいて、

「グローバル株式・株式関連 – 日本・ブックランナー」第4位
（シェア11.9％、トムソン・ロイター）、M&Aファイナン
シャル・アドバイザリー業務では「日本企業関連　公表案件
（取引金額ベース）」第4位（シェア17.8％、トムソン・ロイ
ター）を獲得するとともに、日経ヴェリタス「第25回アナ
リスト人気ランキング」において2位にランクインしてい

ます。海外についても、SMBC日興証券のシンガポール拠
点において日本株ブローカレッジ、M&Aアドバイザリー
業務を開始するなど着実に体制を整備しています。法人
のお客さまとの取引における銀行からSMBC日興証券へ
の紹介件数も増加しつつあり、平成24年度の紹介実績は
約4,300件（前年比+14%）までに至りました。今後とも、
法人のお客さまに対するサービス提供力の強化に向け、
SMFGグループ一体となって取り組んでいきます。

日興証券の中期経営計画（平成25年度～平成27年度）
SMBC日興証券は平成25年度を初年度とする中期経営

計画を策定しました。
中期経営計画では、今までの「体制構築ステージ」から「成
長」ステージへ移行し、「スピード＆スケール」という考え
方のもと、お客さまに、より一層価値のあるサービスが提
供できるよう取り組んでいきます。
● リテール部門：積極的な資源投入、銀証一体化戦略に
よる顧客基盤拡大
● ホールセール部門：競争力あるフロント体制の実現、
経営資源の積極投入によるセールス＆トレーディング
の収益力向上、銀証連携・アライアンスを活用した選
別的･効果的な海外業務拡大
● その他：経営インフラ高度化、システム・人材の戦略
的投入、人材育成スピードアップ
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■ 国際ビジネス
SMFGでは、三井住友銀行の国際部門を中心に、内外の
企業、金融機関、各国政府・公営企業等の、グローバルに
事業展開するお客さまに対して地域特性に応じた付加価値
の高いサービスの提供に努めています。
三井住友銀行は、アジア・米州・欧州の3地域を軸に、世
界各地において、グループ会社や海外現地法人とも連携し、
常に最先端の情報とサービスを提供できるグローバルな商
業銀行を目指します。

強みとするプロダクトの更なる強化
三井住友銀行が強みを有するプロジェクトファイナンス

業務においては、Project Finance International誌より
「Global Bank of the Year 2012」を受賞しました。また、
アジア・シンジケートローンの主幹事リーグテーブルで1位
（国際通貨取引、トムソン・ロイター）を獲得し、キャッシュ
マネジメントサービスの分野でもASIAMONEY誌のアン
ケート調査においてアジアの多くの国々で外銀トップクラ
スの評価を受け、邦銀中では7年連続1位を獲得するなど、
各分野におけるプレゼンスを向上させています。

成長分野への取り組み
アジアを中心とする新興国では、インフラ整備・開発ニー
ズが高まっています。三井住友銀行では、シンガポール、
インドネシアのインフラプロジェクトを支援する政府系金
融会社と提携するなど、インフラファイナンスへの取り
組みを強化しています。平成25年6月には、インドの民
間大手総合金融グループのKotak Mahindraグループ、カ
ナダの大手資産運用会社Brookfield Asset Management 

Inc.および国際協力銀行とともに、インドに特化したイン
フラファンドを設立しました。
これまでプロジェクトファイナンスなどの分野で培って
きた高い専門性を活かし、各国におけるインフラ整備、ひ
いては各国経済の発展に貢献すべく、付加価値の高いサー
ビスを提供していきます。
また、成長産業クラスター室では、「新エネルギー」、「環
境」、「水」、「資源」の4分野を成長分野ととらえ、お客さま
の新たなビジネスチャンスの創出を推進しています。内外
の産官学の連携で集積した幅広い知見、ネットワークを活
かし、太陽光発電事業へのサポート、海外のスマートシティ
構想・工業団地の排水処理ビジネスの事業化調査等を行っ
ています。更に「医療」、「介護」などにも活動分野を広げる
ことで、お客さまのビジネスの拡大に貢献していきます。

◆  プロジェクトファイナンス
三井住友銀行は、プロジェクトファイナンスの分野に

おいて、平成24年に世界で最も活躍した銀行に贈られ
る「Global Bank of the Year 2012」※を受賞しました。
世界各国のエネルギー・資源開発事業等における専門性・
先進性に優れたプロジェクト金融サービスに対して高い
評価を得て、平成20年に続く2度目の受賞となりました。
※ 「Global Bank of the Year」は、トムソン・ロイターが発行するプロジェ 
クトファイナンスの分野で権威のある専門誌「Project Finance International」
による表彰です。
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海外ネットワークの拡充
三井住友銀行では、日系企業のお客さまへの現地での
サービス向上や、新興・成長市場へのアプローチを強化す
るため、海外ネットワークの充実を図っています。

開設年月 国 開設拠点
H24.5 ペルー リマ出張所（母店：ニューヨーク支店）
H24.8 ミャンマー ヤンゴン出張所（母店：シンガポール支店）
H24.8 中国 三井住友銀行（中国）有限公司

重慶支店
H25.3 インド ニューデリー支店
H25.4 オーストラリア パース出張所（母店：シドニー支店）
H25.5 チリ サンチャゴ出張所（母店：ニューヨーク支店）
H25.5 タイ チョンブリ出張所（母店：バンコック支店）

地場金融機関との関係強化
三井住友銀行では、新興国・成長市場におけるお客さま

のニーズにお応えしていくため、地場金融機関との関係強
化も進めており、平成24年5月、ミャンマーにおける民
間最大手のカンボーザ銀行と技術支援にかかる覚書を締結
し、8月には、カンボジア最大手の民間銀行アクレダバン
クと同国関連ビジネスでの協働を目的とする業務提携覚書
を締結しました。また、平成25年2月にはトルコの大手銀
行であるギャランティバンクと輸出信用機関の保証・保険
付案件、プロジェクトファイナンスの分野におけるファイ

ナンシャルアドバイザリー業務での協働、および、日系企
業向け金融サービスでの協力を目的とした業務協力協定を
締結しました。
今後更なる成長が見込まれるインドにおいても、平成24

年12月、三井住友銀行およびSMBC日興証券は、日本企
業とインド企業間のクロスボーダーM&Aに対するアドバ
イザリー業務での協働を目的としてインド大手総合金融グ
ループであるコタック・マヒンドラ・グループの投資銀行と
提携しました。

新興国ビジネスへの取組強化
平成25年4月、三井住友銀行では、成長著しいアジア

を含む新興国へのコミットメントを更に強め、アジアをマ
ザーマーケットとしてフルラインの商業銀行業務を力強く
展開していくための戦略企画・推進を担う「新興国戦略本
部」を設置しました。また、同月SMFGに「グローバルビジ
ネス統括部」を設置し、新興国戦略を中心とした海外ビジ
ネスにおけるグループ会社間の連携を強化していきます。

Topics
◆ インドネシア地場銀行宛の出資
平成25年5月8日、三井住友銀行は、インドネシ

アの銀行であるバンク・タブンガン・ペンシウナン・ナ
ショナル（PT Bank Tabungan Pensiunan Nasional 

Tbk）の株式を現地当局等の認可を前提に最大40％取
得することを発表しました。世界第4位の人口と中間
層の拡大により今後も継続的に高い経済成長が見込
まれるインドネシアにおいてリテール業務に強みを
持つ同行に出資することで、インドネシアを含めた
アジアにおける業務の多様化を進めていきます。

◆ 米国における金融持株会社（Financial 
Holding Company）ステータスの取得
平成25年5月7日、三井住友フィナンシャル
グループおよび三井住友銀行は米国銀行持株会
社法に基づく金融持株会社（Financial Holding 

Company、以下「FHC」）のステータスを米国連邦準
備制度理事会より取得しました。FHCステータスの
取得により、米国で証券引受などの投資銀行業務や
トレーディング業務などをより包括的に展開するこ
とが可能となりました。当社グループは、世界の中
心的な金融マーケットである米国において、更に充
実した金融サービスを提供していきます。




